
水道水を安定的に供給する (生活排水処理人口/人口) 実績 81.9 - - -
「意　図」

③生活排水を適切かつ安定的に処理する 目標 ① 水道課の資料（水道課の調査値）
③

実績 成果指標の ② 環境政策課、下水道課の資料（栃木県への報告値）

目標 取得方法 ③
④

実績 ④

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

安全で安心な ①給水区域内 ・安全で安心な水 紫外線照射装置の 目標 41.7 50 58.3 66.7 上下水道事業 ①水道事業 ・健全な経営がさ 総収支比率【水道 目標 102.3 101.7 100.8 100
① ％ ① ％

水道水の安定 ②水道施設 道水が供給される 整備率 実績 41.7 - - - の安定した経 ②公共下水道事 れている 事業】 実績 104 - - -

供給 ・適切に維持管理 老朽管更新延長（ 目標 3.2 2.9 2.7 3 営 業 総収支比率【下水 目標 111.6 110.4 109.1 108
② km ② ％

されている 単年度） 実績 2.1 - - - 道事業】 実績 117.8 - - -

目標 有収率【水道事業 目標 82 82.2 82.4 82.6
③ ③ ％

実績 】 実績 79.6 - - -

目標 目標
④ ④

実績 実績

生活排水施設 ①公共下水道区 ・公共下水道が整 公共下水道等処理 目標 74.1 75 75.8 76.6 生活排水施設 ①公共下水道管 ・不明水が防止さ 公共下水道の晴天 目標 68.3 68.5 68.8 69
① ％ ① ％

の整備、普及 域 備されている 人口普及率 実績 70.6 - - - の適正管理 路 れている 時有収率 実績 61.1 - - -

促進及び水洗 ②公共下水道区 ・合併処理浄化槽 合併処理浄化槽処 目標 13.2 13.7 14.2 14.7 ②水質 ・放流水質が基準 終末処理場の放流 目標 100 100 100 100
② ％ ② ％

化の向上 域外世帯･事業 が設置されている 理人口普及率 実績 12.7 - - - 値内になっている 水質基準値適合率 実績 100 - - -

所 ・水洗化が図られ 公共下水道による 目標 96.1 96.4 96.7 97 合併処理浄化槽11 目標 78.5 79 79.5 80
③ ％ ③ ％

③公共下水道未 ている 水洗化率 実績 93.2 - - - 条法定検査受検率 実績 80.6 - - -

接続世帯･事業 目標 目標
④ ④

所 実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・上水道のクリプトスポリジウム汚染対策として、閑馬浄水場における紫外線照射装置の整備を行う。 【施策の取組方針達成状況】

・老朽管更新事業のほか、計画的な水道施設等の更新を進める。 ■ 全て達成 ・閑馬浄水場に紫外線照射装置の整備が完了した。

・上下水道庁舎の建設を実施する。 ・計画的に老朽管更新工事や小中浄水場整備工事、多田配水池更新工事を実施した。
取組

・上下水道事業の収益の確保と効率的な経営に努める。 □ 一部未達成 ・上下水道庁舎の建設工事が完了した。
方針

・生活排水施設(公共下水道・合併処理浄化槽）の令和７年度概成への取組を行う。 ・上下水道事業とも収益の確保と効率的な経営に努め、純利益を確保することができた。

・単独処理浄化槽及び汲み取り式から合併処理浄化槽への転換を図る。 □ 全て未

令

達成 ・令和7年度概成

和

に向けて、公共下水道

５

未普及地区13.1h

年

aの整備を実施した。

度

施
・浄化槽の適正な管

　

理に伴う法定検査未受

施

検者への対応を行う。

策

・補助制度について積

・

極的にPRした結果、

基

単独処理浄化槽等の転

本

換数は、前年度を13

事

件上回る56件となっ

業

た。
策

・農業集落排水

マ

(常盤地区)の公共下

ネ

水道への接続工事を進

ジ

める。 ・浄化槽の適正

メ

な管理を促進するため

ン

、広報紙等による啓発

ト

のほか、法定検査の個

シ

別通知により受検を促

ー

した。

・公共下水道の

ト

ストックマネジメント

　

計画に関連する下水処

（

理場（沈砂池ポンプ棟

令

）の耐震工事を進める

和

。 □ 全て達成 ・農集

４

統合のための接続工事

年

は、47.7％完了し

度

た。

・公共下水道のス

実

トックマネジメント計

績

画に基づく中継ポンプ

に

場（ポンプ等）の改築

基

工事を進める。 ・下水

づ

道事業団と連携し、水

く

処理センター（沈砂池

評

ポンプ棟）耐震工事及

価

び中継ポンプ場（ポン

）

プ等）の改築工
成果

■

 

一部未達成 事を発注し

作

、令和5年度中の完了

成

を目指して工事を進め

日

た。
指標

【成果指標達

 

成状況】

□ 全て未達成

 

・水道法に基づいた水

令

質検査を実施した結果

和

、全て検体が水質基準

 

値以内であり、目標は

6

達成した。

・生活排水

年

処理人口普及率につい

 

ては、昨年度より0.

3

7ポイント上昇したが

月

、目標は未達成だった

 

。

基本事業名 令和4年

5

度基本事業の取組方針

日

基本事業の取組方針・

基

成果指標達成状況 基本

本

事業名 令和4年度基本

目

事業の取組方針 基本事

標

業の取組方針・成果指

名

標達成状況

安全で安心

0

な水道 ・クリプトスポ

5

リジウムを無害化す 取

快

組方針 ■ 全て達成 □ 一

適

部未達成 □ 全て未達成

に

上下水道事業の安 ・上

よ

下水道事業経営戦略に

り

基づき、 取組方針 ■ 全

安

て達成 □ 一部未達成 □

全

全て未達成

水の安定供

で

給 ることができる紫外

安

線照射装置を閑 成果指

心

標 □ 全て達成 ■ 一部未

し

達成 □ 全て未達成 定し

て

た経営 収入の確保と支

暮

出の削減に努め、健 成

ら

果指標 □ 全て達成 ■ 一

せ

部未達成 □ 全て未達成

る

馬浄水場に整備する。

ま

【施策の取組方針達成

ち

状況】 全経営を図る。

づ

【施策の取組方針達成

く

状況】

・老朽化が進ん

り

でいる市の沢浄水場 ・

上

年次計画に基づき、閑

下

馬浄水場の紫外線照射

水

装置の工事に着手・ ・

道

水道庁舎の老朽化及び

局

耐震不足に ・水道事業

企

の主な収入である水道

業

料金は、前年比で約3

経

8百万円減少

に替わる

営

小中浄水場の整備を推

課

進す 完成させた。 伴い

政

、上下水道庁舎の建設

策

を実施す となる一方、

体

物価高騰の影響を受け

系

、動力費や委託料等の

政

費用が約

るとともに、

　

令和３年度に引き続き

策

・小中浄水場の管理棟

　

建築工事に着手・完成

名

させるほか、多田配水

0

る。 145百万円増加

2

したが、約96百万円

住

の純利益が計上でき、

み

健全経営

、老朽化した

や

多田配水池の更新工事

す

池の更新工事が完了し

い

た。 を保つことができ

快

た。

を実施する。 ・老

適

朽管更新事業について

な

は、菊川地区、奈良渕

ま

地区で2.1㎞の老 ・

ち

上下水道庁舎建設工事

づ

が完成した。

・管路に

く

ついては、引き続き、

り

菊川 朽管更新工事を実

施

施した。 【成果指標達

策

成状況】

地区、奈良渕

主

地区などで老朽化した

管

【成果指標達成状況】

課

・総収支比率【水道事

長

業】は、目標を1.7

施

ポイント上回る104

　

.0％と

塩ビ管の更新

策

工事を実施する。 ・紫

　

外線照射装置の整備率

名

は、閑馬浄水場の紫外

0

線照射装置が完成 なり

2

、目標を達成した。

し

安

たことにより、目標の

全

41.7％を達成した

で

。 ・総収支比率【下水

安

道事業】は、目標を6

定

.2ポイント上回る1

し

17.8％

・老朽管の

た

更新延長（単年度）は

水

、主要材料等の高騰に

の

より工事費 となり、目

供

標を達成した。
基

が嵩

給

み、目標を1.1㎞下

と

回る2.1㎞となり、

生

目標は未達成だった。

活

・有収率【水道事業】

排

は、目標を2.4ポイ

水

ント下回る79.6％

の

となり
本

、目標は未達

適

成だった。
事

生活排水

正

施設の整 ・公共下水道

処

未普及地区の整備を推

理

取組方針 ■ 全て達成 □

末

一部未達成 □ 全て未達

吉

成 生活排水施設の適 ・

　

農業集落排水(常盤地

真

区)の公共下 取組方針

一

■ 全て達成 □ 一部未達

施

成 □ 全て未達成
業

備、

策

普及促進及び 進する。

関

成果指標 □ 全て達成 □

係

一部未達成 ■ 全て未達

課

成 正管理 水道への接続

財

工事を実施する。 成果

政

指標 □ 全て達成 ■ 一部

課

未達成 □ 全て未達成

水

、

洗化の向上 ・公共下水

環

道区域外の地区への合

境

併 【施策の取組方針達

政

成状況】 ・公共下水道

策

のストックマネジメン

課

【施策の取組方針達成

、

状況】

処理浄化槽設置

上

を支援し、普及促進 ・

下

公共下水道未普及地区

水

の整備は、13.1h

道

aの整備を実施した。

局

ト計画に関連する下水

水

処理場（沈砂 ・農集統

道

合のための接続工事に

課

ついては、総延長2,

、

902ｍのうち、1

を

上

図る。 ・補助制度や撤

下

去補助について積極的

水

にPRし、単独処理浄

道

化槽や汲 池ポンプ棟）

局

の耐震工事を令和4年

下

,384ｍの整備を完

水

了し、進捗率は47.

道

7％となった。

・下水

課

道未接続世帯や事業所

１

への水 み取り式からの

．

転換件数は、56件と

施

なり前年度より13件

策

増加した。 度から令和

の

5年度にかけ実施する

目

。 ・沈砂池ポンプ棟耐

的

震工事及び中継ポンプ

と

場改築工事については

成

、

洗化普及活動を強化

果

する。 ・感染症拡大の

把

影響により、戸別訪問

握

による水洗化普及活動

こ

はでき ・公共下水道の

の

ストックマネジメン 下

施

水道事業団に工事委託

策

し、事業団により工事

は

を発注した。

なかった

、

が、非接触の投げ込み

誰

や個別通知等の活動を

、

実施した。 ト計画に基

何

づく中継ポンプ場（ポ

を

ン ・合併処理浄化槽の

対

適正管理については、

象

広報紙等による啓発の

と

ほ

【成果指標達成状況

し

】 プ等）の改築工事を

て

令和4年度から か、法

い

定検査未受検者への個

る

別通知により受検を促

か

した。

・公共下水道等

対

処理人口普及率は、昨

象

年度より0.4ポイン

指

ト上昇し 令和5年度に

標

かけ実施する。 【成果

単

指標達成状況】

たが、

位

目標を3.5ポイント

R

下回り、目標は未達成

4

だった。 ・合併処理浄

R

化槽の適正管理につい

5

・公共下水道晴天時有

R

収率は、昨年度より1

6

.7ポイント下回る6

R

1.1

・合併処理浄化

7

槽処理人口普及率は、

①

補助制度等の周知に積

水

極的に て指導及び啓発

道

を行う。 ％になり、目

水

標は未達成だった。

努

を

めたが、目標を0.5

市

ポイント下回り、目標

民

は未達成だった。 ・終

が

末処理場の放流水質基

い

準適合率は、目標を達

つ

成した。

・公共下水道

で

による水洗化率は、昨

も

年度と変わらず、目標

安

を2.9ポ ・合併処理

全

浄化槽11条法定検査

で

受検率は、目標を2.

安

1ポイント上回

イント

心

下回り、目標は未達成

し

だった。 る80.6％

て

となり、目標を達成し

使

た。

４．施策の基本情

用

報
社会情勢変化、国・

で

県の動向、市民・議会

き

意見等 施策の成果向上

る

に向けての役割分担

・

た

水道事業及び公共下水

め

道、農業集落排水事業

①

について、経営の健全

市

化が求められている。

民

市民 事業所 行政

施 ・水

（

道未普及地域の解消に

給

向けた取組の要望があ

水

る。 ・水道水の節水に

区

努め、宅内で漏水が発

域

生しな ・水道水の節水

内

に努め、宅内で漏水が

居

発生し ・第２次佐野市

住

水道ビジョンに基づき

）

、目標

策 ・公共下水道

　

事業計画区域の整備が

　

遅れているとの指摘が

　

ある。 いよう適正に維

　

持管理する。 ないよう

　

適正に維持管理する。

　

実現に向けた施策を着

①

実に実施していく。

の

市

・新型コロナウイルス

民

の感染状況による外出

（

自粛や在宅勤務、休業

給

要請等は、社会経済情

水

勢を変化させ、上 ・公

区

共下水道の整備区域は

域

、速やかに下水道に ・

内

公共下水道の整備区域

居

では、速やかに下水 ・

住

上下水道施設の適正な

）

維持管理を行い、健

基

人

下水道使用量に影響を

1

及ぼしている。 接続し

1

水洗化を図る。 道に接

3

続し水洗化を図る。 全

,

な事業経営を図る。

本

0

・令和４年８月の議員

7

全員協議会において、

2

令和５年４月からの下

-

水道使用料改定を見合

-

わせる説明をした ・公

-

共下水道及び農業集落

に

排水処理区域外では ・

は

公共下水道及び農業集

、

落排水処理区域外で ・

水

下水道の整備を推進す

道

る。

本 。 、単独浄化槽

水

や汲み取り式から合併

の

処理浄化槽 は、単独浄

水

化槽や汲み取り式から

質

合併処理浄 ・下水道施

を

設を予防保全的な維持

適

管理に転換

情 ・令和５

合

年２月の「佐野市生活

基

排水処理構想」の見直

準

しにより、「構想上の

値

目標」と成果指標の目

内

標値に不 への転換を図

に

り、適正な維持管理を

保

行う。 化槽への転換を

た

図り、適正な維持管理

な

を行う し、施設の長寿

け

命化を図る。

報 整合が

れ

生じることとなった。

ば

・上下水道施設の整備

な

や維持管理に必要な料

ら

金 。 ・合併処理浄化槽

な

の設置補助金制度によ

施

る計

・使用料等は、期

策

限内に納入する。 ・上

の

下水道施設の整備や維

目

持管理に必要な料 画的

的

な転換を支援し普及を

②

促進する。

金・使用料

水

等は、期限内に納入す

道

る。

５．施策全体の総

施

括・今後の課題・今後

設

の方向性
施策の成果実

②

績と施策の基本情報及

水

び施策コストに関する

道

全体総括 今後の課題 今

管

後の方向性

・水道のク

延

リプトスポリジウム汚

長

染対策として、閑馬浄

k

水場の紫外線照射装置

m

設置工事が完了し、成

8

果指標の目 【令和５年

4

度で解決する課題】 ①

7

水道の安全性を確保す

.

るため、紫外線照射装

0

置等は必要な装置であ

7

標が達成できた。年度

-

計画に基づき、更に対

-

策を進める必要がある

-

。 ・農業集落排水（常

い

盤地区）の公共下水道

こ

への統合 るので、コス

と

ト縮減を図りながら、

か

計画的に整備を進める

ら

。

・老朽管更新工事の

、

ほか、小中浄水場整備

水

工事、多田配水池更新

質

工事を計画的に実施し

基

たが、資材単価の高騰

準

等 【令和６年度以降に

値

も引き継がれる課題】

適

②水道水の安定供給の

合

ため、老朽化が進む管

率

路を含む水道施設・装

を

置

により成果指標の目

指

標を達成することがで

標

きなかった。工法や施

と

工箇所等を見直したう

し

え、計画的に老朽化対

て

策 ①水道のクリプトス

採

ポリジウム汚染対策（

用

8箇所/12箇所） の

し

更新等を計画的に実施

た

する。

を実施する必要

。

がある。 ②水道の管路

「

を含む水道施設・装置

対

の老朽化対策 ③上下水

　

道事業ともに引き続き

象

収入の確保と経費の節

」

減を図り、効率

・令和

③

4年度決算では、上下

生

水道事業とも成果指標

活

の目標を達成でき、水

排

道事業では96,26

水

4千円、下水道事業で

施

③上下水道事業の収益

設

の確保と効率的な事業

③

運営 的な事業運営に努

公

める。

は643,12

共

2千円の純利益を確保

下

できた。更に健全経営

水

を継続するため、適切

道

な事業運営に努める必

管

要がある。 ④新たな生

渠

活排水処理構想等に基

延

づく、生活排水処理施

長

設（公共下水 ④新たな

k

生活排水処理構想等の

m

整備目標に従い、生活

5

排水処理施設の

・汚水

8

処理施設の令和7年度

7

概成を目指し、公共下

.

水道の整備（13ha

2

）を推進したが、成果

-

指標の目標を達成す 道

-

・合併処理浄化槽）整

-

備の取組み 整備を推進

②

する。

ることができな

生

かった。その理由は、

活

令和５年２月の佐野市

排

生活排水処理構想の見

水

直しにより構想上の目

施

標値を ⑤単独処理浄化

設

槽及び汲み取りから合

（

併処理浄化槽への転換

公

の促進 ⑤単独処理浄化

共

槽や汲み取りから合併

下

処理浄化槽への転換を

水

促進する

下方修正した

道

ことに起因するもので

・

ある。新たな生活排水

合

処理構想等の整備目標

併

に従い、更に生活排水

処

処理施設 ⑥浄化槽の適

理

正な管理に伴う法定検

浄

査未受検者への対応 た

化

め、補助件数及び補助

槽

予算額の拡大を図る。

・

を整備する必要がある

農

。 【令和６年度重点課

業

題】 ⑥浄化槽の保守点

集

検や11条法定検査の

落

実施について、広報さ

④

のやホー

・公共下水道

成

施設のライフサイクル

果

コストの縮減を図るた

指

め、ストックマネジメ

標

ント計画に基づく中継

排

ポンプ場 ⑦ストックマ

水

ネジメント計画に基づ

施

く下水道施設の更新工

設

事等の取組 ムページ等

）

で広くＰＲするととも

の

に、未受検者に対し、

処

個別通知によ

の改築工

理

事や下水処理場の耐震

人

工事を実施し、施設の

口

適切な管理を進め、成

に

果指標の目標を達成す

よ

ることができ み り指導

り

を行う。

た。更に年度

、

計画に基づく更新工事

各

等を進め、施設を適切

施

に管理する必要がある

設

。 ⑦ストックマネジメ

の

ント計画に基づく、下

整

水道施設の更新工事等

備

を推

・合併処理浄化槽

・

への転換に対する補助

普

を実施したが、成果指

及

標の目標を達成できな

促

かった。その理由は、

進

補助 進する。

申請者が

に

合併浄化槽への転換工

こ

事の実施まで至らず、

の

補助申請を取り下げた

施

ことによるものである

策

ため、合併浄

化槽への

に

転換を促進する取り組

よ

みが必要である。

・浄

っ

化槽の保守点検や11

て

条法定検査の実施につ

、

いて、広報さの等によ

「

る周知・啓発を図ると

対

ともに、法定検査未

受

象

検者へ個別通知を発送

」

し、受検を促した。そ

を

の結果、成果指標の目

ど

標を達成することがで

う

きた。更に受検率を

高

い

めるため、継続して受

う

検を促す取組みが必要

状

である。

態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方 よる成果が把握できることから、生活排水処理人口普及率

①いつでも安全で安心な水道水を使用することができる 水質基準値適合率 目標 100 100 100 100 を指標として採用した。（令和５年２月の「佐野市生活排
① ％

①生活排水が適正かつ安定的に処理され、快適な生活環境 (基準値内検体数/水質検査検体数) 実績 100 - - - 水処理構想」の見直しにより、「構想上の目標」と成果指

が確保される 生活排水処理人口普及率 目標 87.3 88.7 90 91.3 標の目標値に不整合が生じることとなった。）
施策の目的 ② ％

②安全で安心な


